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１ 号 案 件： 

（付議案件） 

２ 号 案 件： 

（諮問案件） 

３ 号 案 件： 

（付議案件） 

（諮問案件） 

４ 号 案 件： 

（諮問案件） 

５ 号 案 件： 

（諮問案件） 

都市計画法第１９条第１項の規定により、前橋市が定める都市計

画に関する議案（前橋市決定） 

都市計画法第１８条第１項の規定により、群馬県が前橋市に意見

を聴き、定める都市計画に関する議案（群馬県決定） 

都市計画法以外の法令により、都市計画審議会の議を経ること等

を求められている性質の議案（建築基準法第５１条ただし書きに

よる敷地位置指定等） 

法令に定めはないが、本市の都市計画を行う上で、市長が都市計

画審議会の意見を聴くことが必要と判断して提出する議案 

都市計画法第２１条の５第２項の規定により、計画提案の素案に

ついて都市計画審議会に意見を聴く必要がある議案 

※付議案件：都市計画法及び他の法令によりその権限に属された事項（議決を要

するもの）の調査審議を行うもの 

※諮問案件：他の法令によりその権限に属された事項（審議を要するもの）及び

市長の諮問に応じ都市計画に関する事項の調査審議を行うもの 
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第１号議案

前橋都市計画用途地域の変更（富田地区ほか１地区の変更）について（付議） 

諮問第１号により前橋市長から諮問がありましたので、次のとおり審議会の議決を

求めます。

令和４年９月２８日

前橋市都市計画審議会会長
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前橋都市計画用途地域の変更（前橋市決定・案） 

都市計画用途地域を次のように変更する。 

種 類 面 積 容 積 率 建蔽率 
外壁の後

退距離の
限度 

建築物の敷

地面積の最
低限度 

建築物

の高さ
の限度 

備 考 

第一 種 低 層       
住居専用地域 

小 計 

約 381 ha 
約   86 ha 
約  44 ha 

約  511 ha 

8／10以下 
10／10以下 
10／10以下 

4／10以下 
5／10以下 
6／10以下 

1.0ｍ 
1.0ｍ 
1.0ｍ 

ʷ 
ʷ 
ʷ 

10ｍ 
10ｍ 
10ｍ 

10.3 ％ 

第二 種 低 層       
住居専用地域 

ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ 

第一種中高層 
住居専用地域 

小    計 

約   37 ha 
約 919 ha 

約  956 ha 

10／10以下 
20／10以下 

5／10以下 
6／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

19.2 ％ 

第二種中高層 

住居専用地域 
小    計 

約  0.8 ha 

約  465 ha 
約  466 ha 

10／10以下 

20／10以下 

5／10以下 

6／10以下 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 
9.4 ％ 

第 一 種       
住 居 地 域       

約1,085 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 21.8 ％ 

第 二 種       
住 居 地 域       

約 21 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 0.4 ％ 

準住 居 地 域       約 16 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 0.3 ％ 

田園住居地域 ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ 

近隣商業地域 

小 計 

約 276 ha 
約 41 ha 
約 317 ha 

20／10以下 
30／10以下 

8／10以下 
8／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

6.4 ％ 

商 業 地 域       

小 計 

約 232 ha 
約 65 ha 
約 297 ha 

40／10以下 
60／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

6.0 ％ 

準工 業 地 域       約 674 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 13.5 ％ 

工 業 地 域       約 216 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 4.3 ％ 

工業専用地域 

小 計 

約 136 ha 
約 284 ha 
約 420 ha 

20／10以下 
20／10以下 

5／10以下 
6／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

8.4 ％ 

合 計 約4,979 ha 100 ％ 

「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」
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理由書 

１．富田地区（約５．６ha） 
本地区の位置するローズタウンにおいては、多様な用途の建物が共存する複合市街地と

して、平成９年（1997 年）より造成・分譲を進めている。 

このような中、上武道路の開通による交通利便性の向上や、社会情勢の変化などに伴う

土地利用のニーズの変化に対応するため、Ｂ地区について用途地域を第一種住居地域から

準工業地域に変更し、併せて地区計画を見直すことにより、土地利用の転換を図り複合市

街地の形成を推進するもの。 

２．北代田町東地区（約１．９ha） 

都市計画法第２１条の２に規定する都市計画の決定等の提案に基づき、用途地域を第一

種住居地域から準工業地域に変更することにより、前橋市における安定した廃棄物リサイ

クル環境の確保を図るもの。
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［参考] 

前橋都市計画用途地域の変更（前橋市決定・案）新旧対照表 

都市計画用途地域を次のように変更する。 

種 類 面 積 容 積 率 建蔽率 
外壁の後
退距離の

限度 

建築物の敷
地面積の最

低限度 

建築物
の高さ

の限度 
備 考 

第一 種 低 層       
住居専用地域 

小 計 

約 381 ha 
約   86 ha 

約  44 ha 
約  511 ha 

8／10以下 
10／10以下 

10／10以下 

4／10以下 
5／10以下 

6／10以下 

1.0ｍ 
1.0ｍ 

1.0ｍ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 

10ｍ 
10ｍ 

10ｍ 
10.3％ 

第二 種 低 層       
住居専用地域 

ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ 

第一種中高層 

住居専用地域 
小    計 

約   37 ha 

約 919 ha 
約 956 ha 

10／10以下 

20／10以下 

5／10以下 

6／10以下 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 
19.2％ 

第二種中高層 
住居専用地域 
小    計 

約 0.8 ha 
約 465 ha 
約 466 ha 

10／10以下 
20／10以下 

5／10以下 
6／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

9.4％ 
第 一 種       
住 居 地 域       

(約1,093 ha) 
約1,085 ha 

20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 
(21.9％) 
21.8％ 

第 二 種       
住 居 地 域       

約 21 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 0.4％ 

準住 居 地 域       約 16 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 0.3％ 

田園住居地域 ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ ʷ 

近隣商業地域 

小 計 

約 276 ha 

約 41 ha 
約 317 ha 

20／10以下 

30／10以下 

8／10以下 

8／10以下 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 
6.4％ 

商 業 地 域       

小 計 

約 232 ha 
約 65 ha 
約 297 ha 

40／10以下 
60／10以下 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

ʷ 
ʷ 

6.0％ 

準工 業 地 域       
(約 666 ha) 

約 674 ha 
20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 

(13.4％) 

13.5％ 

工 業 地 域       約 216 ha 20／10以下 6／10以下 ʷ ʷ ʷ 4.3％ 

工業専用地域 

小 計 

約 136 ha 

約 284 ha 
約 420 ha 

20／10以下 

20／10以下 

5／10以下 

6／10以下 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 

ʷ 
8.4％ 

合 計 約4,979 ha 100％ 

「種類、位置及び区域は計画図表示のとおり」 (  )は変更前 
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第２号議案 
 
 
 

前橋都市計画地区計画の変更（富田地区の変更）について（付議） 
 

諮問第２号により前橋市長から諮問がありましたので、次のとおり審議会の議決を

求めます。 
 
令和４年９月２８日 

 
前橋市都市計画審議会会長 
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前橋都市計画地区計画の変更（前橋市決定・案） 
都市計画富田地区地区計画を次のように変更する。 

名 称 富田地区地区計画 

位 置 前橋市堤町、江木町及び富田町の各一部 

面 積 約７０．１ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

地区計画の目標 

 本地区は市町村合併（大胡、宮城、粕川、富士見地区）によって行政区

域が拡大した前橋市の中央部に位置し、また上武道路に隣接しています。 
 市町村合併によって拡大した前橋北東部地域のまちづくりを推進するた

め、緑豊かな居住性の高い環境を有する住宅地や、近隣住民の日常生活を

支える商業地、幹線道路のポテンシャルを活かした広域沿道サービスなど

複合市街地、また近接する上武道路沿線に展開する工業地と連携した業務

地などが共存する「地域拠点」を形成することで、魅力的でにぎわいのあ

る良好な市街地の創出及び維持、保全を目指します。 

土地利用の方針 

住 宅 地：緑豊かなアメニティの高い居住環境の戸建住宅地や周辺環境

と調和した中高層などの共同住宅が共存する地区を形成しま

す。 
商 業 地：近隣住民の日常生活を支える生活利便施設の立地する地区を

形成します。 
複合市街地：広域幹線道路である上武道路の利便性を活かし、住環境に配

慮しながら広域沿道サービス機能や近接する工業団地と連携

した業務機能など、多様な施設が共存する地区を形成します。 

地区施設の整備

の方針 
 本地区における地区施設は、開発事業等により整備済み、又は整備され

るため、その機能や環境が損なわれないよう維持、保全を図ります。 

建築物等の整備

の方針 

 良好な市街地環境の維持・保全を図るため建築物等の用途の制限や建築

物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の形態又は意匠の

制限、かき又はさくの構造の制限を定めます。 
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地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

次の各号に

掲げる建築

物以外の建

築物は建築

してはなら

ない。 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

(1)共同住宅､寄宿舎又は

下宿

(2)神社､寺院、教会その

他これらに類するもの

(3)公衆浴場

次の各号に

掲げる建築

物は建築し

てはならな

い。 

(1) マ ー ジ

ャン屋､ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の 

(2) キ ャ バ

レー､料理

店その他こ

れらに類す

るもの

(3)神社､寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の

(4) 自 動 車

教習所

(5) 倉 庫 業

を営む倉庫

(6)畜舎

(7)工場（別

記１及び別

記 ２ を 除

く。）

(8) 危 険 物

の貯蔵又は

処理に供す

るもの

(1)ホテル、

旅館

(2)マージ

ャン屋､ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の 

(3)自動車

教習所

(4)倉庫業

を営む倉庫

(5)畜舎

(6)工場（別

記 １ を 除

く。）

(1)ホテル、

旅館

(2) ボーリ

ング場、ス

ケート場、

水泳場その

他これらに

類するもの 

(3) カ ラ オ

ケボックス

その他これ

に類するも

の

(4) マ ー ジ

ャン屋、ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の

(5)劇場、映

画館、演芸

場若しくは

観覧場又は

ナイトクラ

ブその他こ

れに類する

もの

(6) キャバ

レー、料理

店その他こ

れらに類す

るもの

(7) 神社､

寺院、教会

その他これ

らに類する

もの

(8) 自動車

教習所

(9)畜舎

(10)自動車

修理工場

(1)住宅

(2) 共 同 住

宅 

(3) 建 築 基

準法施行令

第１３０条

の５の３に

規定する建

築物

(4)集会所

(5) 公 園 に

設けられる

公衆便所又

は休憩所 

(6) 前 各 号

の建築物に

附属するも

の（建築基

準法施行令

第１３０条

の５の５に

規定する建

築 物 を 除

く。）

(4)学校、図

書館その他

これらに類

するもの

(5) 老 人 ホ

ーム、保育

所、福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの

(6)診療所

(7) 巡 査 派

出所、郵便

局、地方公

共団体の支

庁又は支所

の用に供す

る建築物、

老人福祉セ

ンター、児

童厚生施設

その他これ

らに類する

もの
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物の敷地面

積の最低限度 

２００㎡ １６５㎡ ２００㎡ １６５㎡ 

（ただし、市長が公共公益上やむを得ないと認めたものについては、この限りでは

ない。） 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は１ｍ以

上後退すること。(別記３

を除く。） 

 

建 築 物 の

外 壁 又 は

こ れ に 代

わ る 柱 の

面 か ら 敷

地 境 界 線

ま で の 距

離 は １ ｍ

以 上 後 退

すること。

(別記３を

除く。） 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

建築物の外壁は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

敷地内の広告物又は看板

は自己の用に供するもの

に限定するとともに、表

示方法は周辺の美観・風

致を損なわないものとす

る。 

敷地内の広告物又は看板（建築物に設置

するものを含む）は自己の用に供するも

のに限定するとともに、次のいずれかに

該当するものを設置してはならない。 

(1)屋上及び屋根に設置するもの 

(2)周辺の美観・風致を損なうもの 

敷 地 内 の

広 告 物 又

は 看 板 は

自 己 の 用

に 供 す る

も の に 限

定 す る と

ともに、表

示 方 法 は

周 辺 の 美

観・風致を

損 な わ な

い も の と

する。 

かき又はさくの

構造の制限 

Ｃ地区を除き道路に面する敷地の部分に、かき又はさくを設置する場合は、次の各

号に掲げるものとしなければならない。ただし、宅地地盤面から高さ７０cm 以下

の腰積みを併設することを妨げない。 

 (1)生垣（腰積みを含む最高高さは概ね１.５ｍ以下のものに限る。） 

 (2)透視可能なフェンス等（腰積みを含む最高高さ１.５ｍ以下のものに限る｡） 

備考  

「区域は計画図表示のとおり」 

※別記１ 
 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもので作業場
の床面積の合計が５０㎡以内のもの（原動機を使用する場合にあつては、その出力の合計が０．７５kW 以
下のものに限る。） 
※別記２ 
 作業場の床面積の合計が１，５００㎡を超えない自動車修理工場 
※別記３ 
 壁面の位置の制限において緩和する建築物の部分 
 ①外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 
 ②物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内で

あること。 
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理 由 書 

本地区の位置するローズタウンにおいては、多様な用途の建物が共存する複合市街地と

して、平成９年（1997 年）より造成・分譲を進めている。 
このような中、上武道路の開通による交通利便性の向上や、社会情勢の変化などに伴う

土地利用のニーズの変化に対応するため、Ｂ地区について用途地域を変更し、併せて地区

計画を見直すことにより、土地利用の転換を図り複合市街地の形成を推進するもの。 

11



前橋都市計画地区計画の変更（前橋市決定） 
都市計画富田地区地区計画を次のように変更する。 

名称 富田地区地区計画 

位置 前橋市堤町、江木町及び富田町の各一部 

面積 約７０．１ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
の
方
針

地区計画の目標 

 本地区は市町村合併（大胡、宮城、粕川、富士見地区）によって行政区

域が拡大した前橋市の中央部に位置し、また上武道路に隣接しています。 
 市町村合併によって拡大した前橋北東部地域のまちづくりを推進するた

め、緑豊かな居住性の高い環境を有する住宅地や、近隣住民の日常生活を

支える商業地、幹線道路のポテンシャルを活かした広域沿道サービスなど

複合市街地、また近接する上武道路沿線に展開する工業地と連携した業務

地などが共存する「地域拠点」を形成することで、魅力的でにぎわいのあ

る良好な市街地の創出及び維持、保全を目指します。 

土地利用の方針 

住 宅 地：緑豊かなアメニティの高い居住環境の戸建住宅地や周辺環境

と調和した中高層などの共同住宅が共存する地区を形成しま

す。 
商 業 地：近隣住民の日常生活を支える生活利便施設の立地する地区を

形成します。 
複合市街地：広域幹線道路である上武道路の利便性を活かし、住環境に配

慮しながら広域沿道サービス機能や近接する工業団地と連携

した業務機能など、多様な施設が共存する地区を形成します。 

地区施設の整備

の方針 
 本地区における地区施設は、開発事業等により整備済み、又は整備され

るため、その機能や環境が損なわれないよう維持、保全を図ります。 

建築物等の整備

の方針 

 良好な市街地環境の維持・保全を図るため建築物等の用途の制限や建築

物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の形態又は意匠の

制限、かき又はさくの構造の制限を定めます。 

新 
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地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

次の各号に

掲げる建築

物以外の建

築物は建築

してはなら

ない。 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

(1)共同住宅､寄宿舎又は

下宿

(2)神社､寺院、教会その

他これらに類するもの

(3)公衆浴場

次の各号に

掲げる建築

物は建築し

てはならな

い。 

(1) マ ー ジ

ャン屋､ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の 

(2) キ ャ バ

レー､料理

店その他こ

れらに類す

るもの

(3)神社､寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の

(4) 自 動 車

教習所

(5) 倉 庫 業

を営む倉庫

(6)畜舎

(7)工場（別

記１及び別

記 ２ を 除

く。）

(8) 危 険 物

の貯蔵又は

処理に供す

るもの

(1)ホテル、

旅館

(2)マージ

ャン屋､ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の 

(3)自動車

教習所

(4)倉庫業

を営む倉庫

(5)畜舎

(6)工場（別

記 １ を 除

く。）

(1)ホテル、

旅館

(2) ボーリ

ング場、ス

ケート場、

水泳場その

他これらに

類するもの 

(3) カ ラ オ

ケボックス

その他これ

に類するも

の

(4) マ ー ジ

ャン屋、ぱ

ちんこ屋、

射的場、勝

馬投票券発

売所、場外

車券売場そ

の他これら

に類するも

の 

(5)劇場、映

画館、演芸

場若しくは

観覧場又は

ナイトクラ

ブその他こ

れに類する

もの

(6) キャバ

レー、料理

店その他こ

れらに類す

るもの

(7) 神社､

寺院、教会

その他これ

らに類する

もの

(8) 自動車

教習所

(9)畜舎

(10)自動車

修理工場

(1)住宅

(2) 共 同 住

宅 

(3) 建 築 基

準法施行令

第１３０条

の５の３に

規定する建

築物

(4)集会所

(5) 公 園 に

設けられる

公衆便所又

は休憩所

(6) 前 各 号

の建築物に

附属するも

の（建築基

準法施行令

第１３０条

の５の５に

規定する建

築 物 を 除

く。）

(4)学校、図

書館その他

これらに類

するもの

(5) 老 人 ホ

ーム、保育

所、福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの

(6)診療所

(7) 巡 査 派

出所、郵便

局、地方公

共団体の支

庁又は支所

の用に供す

る建築物、

老人福祉セ

ンター、児

童厚生施設

その他これ

らに類する

もの

新 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物の敷地面

積の最低限度 

２００㎡ １６５㎡ ２００㎡ １６５㎡ 

（ただし、市長が公共公益上やむを得ないと認めたものについては、この限りでは

ない。） 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は１ｍ以

上後退すること。(別記３

を除く。） 

 

建 築 物 の

外 壁 又 は

こ れ に 代

わ る 柱 の

面 か ら 敷

地 境 界 線

ま で の 距

離 は １ ｍ

以 上 後 退

すること。

(別記３を

除く。） 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

建築物の外壁は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

敷地内の広告物又は看板

は自己の用に供するもの

に限定するとともに、表

示方法は周辺の美観・風

致を損なわないものとす

る。 

敷地内の広告物又は看板（建築物に設置

するものを含む）は自己の用に供するも

のに限定するとともに、次のいずれかに

該当するものを設置してはならない。 

(1)屋上及び屋根に設置するもの 

(2)周辺の美観・風致を損なうもの 

敷 地 内 の

広 告 物 又

は 看 板 は

自 己 の 用

に 供 す る

も の に 限

定 す る と

ともに、表

示 方 法 は

周 辺 の 美

観・風致を

損 な わ な

い も の と

する。 

かき又はさくの

構造の制限 

Ｃ地区を除き道路に面する敷地の部分に、かき又はさくを設置する場合は、次の各

号に掲げるものとしなければならない。ただし、宅地地盤面から高さ７０cm 以下

の腰積みを併設することを妨げない。 

 (1)生垣（腰積みを含む最高高さは概ね１.５ｍ以下のものに限る。） 

 (2)透視可能なフェンス等（腰積みを含む最高高さ１.５ｍ以下のものに限る｡） 

備考  

「区域は計画図表示のとおり」 

※別記１ 
 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもので作業場
の床面積の合計が５０㎡以内のもの（原動機を使用する場合にあつては、その出力の合計が０．７５kW 以
下のものに限る。） 
※別記２ 
 作業場の床面積の合計が１，５００㎡を超えない自動車修理工場 
※別記３ 
 壁面の位置の制限において緩和する建築物の部分 
 ①外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。 
 ②物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内で

あること。 

新 
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前橋都市計画地区計画の変更（前橋市決定） 

都市計画富田地区地区計画を次のように変更する。 
名称 富田地区地区計画 
位置 前橋市堤町、江木町及び富田町の各一部 
面積 約７０．１ｈａ 

区
域
の
整
備
・
開
発 

及
び
保
全
の
方
針

地区計画の目標 

 本地区は市町村合併（大胡、宮城、粕川、富士見地区）によって行政区

域が拡大した前橋市の中央部に位置し、また上武道路に隣接しています。 
 市町村合併によって拡大した前橋北東部地域のまちづくりを推進するた

め、緑豊かな居住性の高い環境を有する住宅地や、近隣住民の日常生活を

支える商業地、幹線道路のポテンシャルを活かした広域沿道サービスなど

複合市街地、また近接する上武道路沿線に展開する工業地と連携した業務

地などが共存する「地域拠点」を形成することで、魅力的でにぎわいのあ

る良好な市街地の創出及び維持、保全を目指します。 

土地利用の方針 

住 宅 地：緑豊かなアメニティの高い居住環境の戸建住宅地や周辺環境

と調和した中高層などの共同住宅が共存する地区を形成しま

す。 
商 業 地：近隣住民の日常生活を支える生活利便施設の立地する地区を

形成します。 
複合市街地：広域幹線道路である上武道路の利便性を活かし、住環境に配

慮しながら広域沿道サービス機能や近接する工業団地と連携

した業務機能など、多様な施設が共存する地区を形成します。 

地区施設の整備

の方針 
 本地区における地区施設は、開発事業等により整備済み、又は整備され

るため、その機能や環境が損なわれないよう維持、保全を図ります。 

建築物等の整備

の方針 

 良好な市街地環境の維持・保全を図るため建築物等の用途の制限や建築

物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等の形態又は意匠の

制限、かき又はさくの構造の制限を定めます。 

旧 
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地
区
整
備
計
画

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に

掲げる建築

物は建築し

てはならな

い。 

(1)ホテル、

旅館

(2)ﾏｰｼﾞｬﾝ

屋 ､ぱちん

こ屋、射的

場、勝馬投

票 券 発 売

所、場外車

券売場その

他これらに

類するもの

(3) 自 動 車

教習所

(4) 倉 庫 業

を営む倉庫

(5)畜舎

(6)工場（別

記 １ を 除

く。）

次の各号に掲げる建築物

以外の建築物は建築して

はならない。 

次の各号に掲げる建築物

は建築してはならない。 

(1)共同住宅､寄宿舎又は

下宿

(2)神社､寺院、教会その

他これらに類するもの

(3)公衆浴場

次の各号に

掲げる建築

物は建築し

てはならな

い。 

(1)ﾏｰｼﾞｬﾝ

屋 ､ぱちん

こ屋、射的

場、勝馬投

票 券 発 売

所、場外車

券売場その

他これらに

類するもの 

(2)ｷｬﾊﾞﾚｰ､

料理店その

他これらに

類するもの

(3)神社､寺

院、教会そ

の他これら

に類するも

の

(4) 自 動 車

教習所

(5) 倉 庫 業

を営む倉庫

(6)畜舎

(7)工場（別

記１及び別

記 ２ を 除

く。）

(8) 危 険 物

の貯蔵又は

処理に供す

るもの

(1)住宅

(2)共同住

宅、寄宿舎

又は下宿

（ただし１

階部分に建

築基準法施

行令第１３

０条の５の

３に規定す

るものを併

設し、かつ

その用に供

する部分の

床面積の合

計が延べ面

積に１／２

未満のもの

を含むもの

とする。） 

(3)建築基

準法施行令

第１３０条

の３に規定

する兼用住

宅

(4)公園に

設けられる

公衆便所又

は休憩所

(5)前各号

の建築物に

附属するも

の（建築基

準法施行令

第１３０条

の５の５に

規定する建

築物を除

く。）

(1)住宅

(2)共同住

宅

(3)建築基

準法施行令

第１３０条

の５の３に

規定する建

築物

(4)集会所

(5)公園に

設けられる

公衆便所又

は休憩所

(6)前各号

の建築物に

附属するも

の（建築基

準法施行令

第１３０条

の５の５に

規定する建

築物を除

く。）

(4)学校、

図書館その

他これらに

類するもの 

(5)老人ホ

ーム、保育

所、福祉ホ

ームその他

これらに類

するもの

(6)診療所

(7)巡査派

出所、郵便

局、地方公

共団体の支

庁又は支所

の用に供す

る建築物、

老人福祉セ

ンター、児

童厚生施設

その他これ

らに類する

もの

旧 
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地

区

整

備

計

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

地区の

区分 

地区の

名称 
Ａ地区 Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区

地区の

面積 
約３．９ha 約５．６ha 約３．７ha 約３０．６ha 約６．２ha 約２０．１ha 

建築物の敷地面

積の最低限度 

２００㎡ １６５㎡ ２００㎡ １６５㎡ 

（ただし、市長が公共公益上やむを得ないと認めたものについては、この限りでは

ない。） 

壁面の位置の制

限 

建築物の外壁又はこれに

代わる柱の面から敷地境

界線までの距離は１ｍ以

上後退すること。(別記３

を除く。） 

建 築 物 の

外 壁 又 は

こ れ に 代

わ る 柱 の

面 か ら 敷

地 境 界 線

ま で の 距

離 は １ ｍ

以 上 後 退

すること。

(別記３を

除く。） 

建築物等の形態

又は意匠の制限 

建築物の外壁は、刺激的な色彩又は装飾を用いないものとする。 

敷地内の広

告物又は看

板は自己の

用に供する

ものに限定

するととも

に、表示方法

は周辺の美

観・風致を損

なわないも

のとする。 

敷地内の広告物又は看板（建築物に設置するものを含

む）は自己の用に供するものに限定するとともに、次

のいずれかに該当するものを設置してはならない。 

(1)屋上及び屋根に設置するもの

(2)周辺の美観・風致を損なうもの

敷 地 内 の

広 告 物 又

は 看 板 は

自 己 の 用

に 供 す る

も の に 限

定 す る と

ともに、表

示 方 法 は

周 辺 の 美

観・風致を

損 な わ な

い も の と

する。 

かき又はさくの

構造の制限 

Ｃ地区を除き道路に面する敷地の部分に、かき又はさくを設置する場合は、次の各

号に掲げるものとしなければならない。ただし、宅地地盤面から高さ７０cm 以下

の腰積みを併設することを妨げない。 

(1)生垣（腰積みを含む最高高さは概ね１.５ｍ以下のものに限る。）

(2)透視可能なフェンス等（腰積みを含む最高高さ１.５ｍ以下のものに限る｡）

備考 

「区域は計画図表示のとおり」 

※別記１
自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもので作業場

の床面積の合計が５０㎡以内のもの（原動機を使用する場合にあつては、その出力の合計が０．７５kW 以
下のものに限る。） 
※別記２
作業場の床面積の合計が１，５００㎡を超えない自動車修理工場

※別記３
壁面の位置の制限において緩和する建築物の部分
①外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３ｍ以下であること。
②物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３ｍ以下で、かつ、床面積の合計が５㎡以内で
あること。

旧 
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第３号議案 
 
 
 

前橋都市計画地区計画の変更（北代田町東地区の決定）について（付議） 
 

諮問第３号により前橋市長から諮問がありましたので、次のとおり審議会の議決を

求めます。 
 
令和４年９月２８日 

 
前橋市都市計画審議会会長 
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前橋都市計画地区計画の変更（前橋市決定・案） 

都市計画北代田町東地区地区計画を次のように決定する。 

「区域は計画図表示のとおり」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名  称 北代田町東地区地区計画 

位  置 前橋市北代田町及び下細井町の各一部 

面  積 約３．３ｈａ 

区域の整備・

開 発 及 び 保

全の方針 

地 区 計 画 の

目標 

前橋市における廃棄物の適正な処理及びリサイクルのための機能を確

保するとともに、合理的かつ適正な土地利用を推進し、良好な環境を形

成・維持することを目標とする。 

土 地 利 用 の

方針 

資源リサイクル施設としての操業環境及び周囲における居住環境の維

持、保全を図るため、適正な土地利用を推進する。 

建 築 物 等 の

整備方針 

地区内の健全な環境整備を促進するため、建築物等の用途の制限を行

う。 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建 築 物 等 の

用途の制限 

用途地域の制限に加え、次の各号に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項、第６項から第１１項まで及び第１３項のい

ずれかに該当する営業の用に供するもの 
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 理 由 書 

 

都市計画法第２１条の２に規定する都市計画の決定等の提案に基づき、地区の一部において用途地

域を第一種住居地域から準工業地域へと変更することに併せて、これまで形成されてきた周辺環境の

維持、保全を図るため地区計画を決定するもの。 
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